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	前号に引続き、23日の公務員連絡会地公部会の総務省交渉を報告します。


【回答】地方公務員の定年は、地公法第28条の２第２項において、国家公務員の定年を基準として条例で定めるとされている。人事院の報告で「制度の骨格」が示されたことから、地方公務員も国家公務員の検討動向や地方自治体の意見を十分踏まえ対応を検討する。


	
	

	【回答】地方公共団体では、集中改革プランにより、平成17年から平成22年までの５年間で、▲6.4％の純減目標を自主的に定めて取り組んでいる。平成21年までの４年間の純減率は、▲6.2％となっており、各地方公共団体で大変な努力をしている。

集中改革プランは、本年で区切りを迎えたが、「地方公共団体定員管理研究会」の報告書では、各地方公共団体は、個別団体ごとの課題が多様で、地域の実情に応じ、適正な定員管理に取り組む必要があるとの指摘がある。

そうむしょうとしては、厳しい財政状況が続く中で、安全かつ良質な公共サービスが確実、効率的かつ適正に実施されるためにも、自主的に行政改革に取り組んでいただくことが重要と考えている。



　





	８月２１日、北見市で、網走地方本部女性交流集会が行われました。
集会では、「自分を磨き、組織を磨く」と題し、有限会社アールズセミナー代表取締役の佐々木亮子さんが講演がありました。
講演では、「まずは自分を見つめ自分に気づく」という、自分を振り返ってみることの必要性が話されました。

さらに、人生を充足するためには、日頃から「５つの時間が大事である」とし、①取り組むべき課題に打ち込む時間、②精神的にリラックスする時間、③愛される時間、
	
	
	④リラックスする時間、③愛される時間、④愛する時間、⑤自分が誰かの役に立っている時間　の大切さが話され、参加した皆さんは、ふだんの生活・職場での「意識づけ」を学びました。
　また、「組織をまとめていくための心構え」として、コミュニケーションを通して、意志の疎通を図るのがリーダーシップの手段であり、「初心を思い起こし、軸を見失わないことが大切である」ということを学びました。　　　　　　　【道本部ＨＰより】


	
	
	
	










　

　




北海道地方最低賃金審議会は、生活保護費との乖離の解消と早期に800円確保を強く求めた労働側と使用者側が激しく対立し、中央最低賃金審議会目安の一三円引上げを上回ることができなかった。一方、審議会答申書には「生活保護費との乖離の早期解消」「早期に最低賃金八百円を確保」「行政機関の委託も年度途中の改定により支障がない















































































































































植田さんは、1945年８月６日、広島市において、高等女学校２年生、14歳の時に爆心地から1.5ｋｍ離れた動員先の工場で、朝礼のため整列していた時に被爆されました。











津別町にお越しいただいたことに感謝の気持ちを表し、被爆の惨禍から平和を考え合うため、ぜひ参加しましょう。





当面する取り組み


９／３（金）


オホーツク連帯する会「感謝の集い」[北見市]


９／４（土）


道本介護集会・社会福祉協議会学習会[札幌市]


９／６（月）


北見労福協・北欧福祉セミナー[北見市]


９／１０（金）～１１（土）


地方自治研究全道集会[厚沢部町]出席：青柳さん


９／１１（土）～１２（日）


道本部青年部第25回定期総会[札幌市]


９／１１（土）～１２（日）


2010平和行動in根室[根室市]


９／１８（土）


道本部労働安全衛生講座[札幌市]出席：竹治さん


９／１８（土）～１９（日）


道本部女性部第25回定期総会[札幌市]


９／２７（月）


自治労北海道町村連定期総会[札幌市]


９／２７（月）


道本部現業公企評議会定期総会[札幌市]


９／２８（火）～２９（水）


道本部第51回定期大会[札幌市]








これらの回答に対して、地公部会は「極めて不満の多い回答であり納得できない。政令市・都道府県の各人事委員会が、地域実情を踏まえ、主体的な判断ができるよう総務省として最大限の努力をして頂きたい」と述べ、23日の交渉を終了しました。








よう発注時に配慮」との記載の合意を得たことから、今後の道筋が確認されたと判断し、一三円引き上げに賛成することとした。これにより時給は六九一円となり、十月一五日発効する。　


自治労道本部は引き続き連合と連携して、生活できる最低賃金への引き上げをめざし最賃制度の抜本的な改革をめざして取り組みを強化する。【道本部ＨＰより】











④総人件費改革に関わる自治体職員定数については、「集中改革プラン」を超える純減を求めないこと。


























                                                   　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





③ 段階的定年延長は、地方自治体においても、国に遅れないよう制度設計を進め、地方公務員の実情を踏まえたものとなるよう　地公部会との十分な交渉の場を設けること。














津別町でも二つの団体が助成をいただきました


・2009年度　津別町手をつなぐ育成会　（会長　新鞍忠信さん）


